
長期優良住宅化リフォーム推進事業長期優良住宅化リフォーム推進事業

三世代同居改修工事を実施する場合の留意点三世代同居改修工事を実施する場合の留意点 平成28年４月版

対象となるのはリフォームを行う住宅です。既存の戸建住宅、共同住宅いずれも対象とな
ります。事務所や店舗など住宅以外の建物は対象外です。

キッチン・浴室・トイレ・玄関の増設工事が対象となります。ただし、リフォーム後に
キッチン・浴室・トイレ・玄関のうちいずれか２つ以上が複数箇所あることが要件となりま
す。

●補助率：１／３
●補助限度額：１５０ 万円／戸

（ 認定長期優良住宅並みとする場合は ２５０ 万円／戸 ）
※ 三世代同居改修工事費については５０万円／戸を上限

作成：国土交通省住宅局住宅生産課

●専門的な知識が必要となるため、一部書類については建築士が作成することが義務づけら
れています。申込みの前にリフォーム会社や建築士等にご相談ください。

●劣化対策と耐震性はリフォーム工事後に一定の基準を満たしていることが要件となります。
既に基準を満たしている場合は、劣化対策と耐震性に関するリフォーム工事を行わなくて
も構いません。

●リフォーム工事前にインスペクション（住宅の劣化状況等に関する調査）を実施し、イン
スペクションにより劣化事象が指摘された箇所については、以下のいずれかの措置をとる
必要があります。

①リフォーム工事の内容に含めること。（補助対象工事となります。）
②維持保全計画において、今後の補修時期又は点検時期を明記すること。

（インスペクションにおける指摘内容が当面の補修を必要としない場合に限る）。
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どんな住宅が対象になるの？どんな住宅が対象になるの？

どのような工事が対象になるの？どのような工事が対象になるの？

どれくらい補助金が出るの？どれくらい補助金が出るの？

他に要件はあるの？他に要件はあるの？

三世代同居等の複数世帯の同居に対応した住宅のイメージ



その他何が補助対象になるの？その他何が補助対象になるの？

三世代同居改修工事の他、劣化対策、耐震性、省エネルギー対策、維持管理・更新の容
易性等について、長期優良住宅化に資する水準として設定した基準に適合するための工
事、インスペクション費用等が補助対象となります。

誰が申し込むのですか？誰が申し込むのですか？

リフォーム工事の施工業者又は発注者のいずれかです

施工業者による申請を行う場合、
個社又はグループ申請のいずれかを
選択できます。

また、買取再販を行う宅建業者に
よる申請も可能です。

施工業者による申請を行う場合、
個社又はグループ申請のいずれかを
選択できます。

また、買取再販を行う宅建業者に
よる申請も可能です。

作成 国土交通省住宅局住宅生産課（０３－５２５３－８１１１）
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どのように申し込めばいいですか？どのように申し込めばいいですか？

提案方法、期間等は長期優良住宅化リフォーム推進事業事務局のホームページで公表します。

・事務局ホームページ http://www.kenken.go.jp/chouki_r/
・問合せ先 ０３－５８０５－０５２２
・事務局ホームページ http://www.kenken.go.jp/chouki_r/
・問合せ先 ０３－５８０５－０５２２

①事業提案 ②交付申請 ③ﾘﾌｫｰﾑ工事等 ④実績報告

・インスペクション
・リフォーム

・維持保全計画
の作成

・事業者情報
・対象物件概要
・工事内容・時期
・補助金提案額 等

・申請額
・申請額の算出方法
・提案内容との適合
確認書類 等

・完了実績報告書

・適合確認書通り
の施工かを確認

＜事業の大まかな流れ＞
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※250万円コースを用いる場合は、別途評価機関による審査や行政庁による認定手続が必要になります。

維持管理・更新

耐震性

例）軸組等の補強

劣化対策

例）床下防湿・防蟻
措置

省エネルギー性

例）外壁の断熱

例）排水管の維持
管理更新容易性の
向上

その他

その他性能向上に
係る工事等

インスペクションによ
り建物に劣化がないか
確認し、リフォーム時
に修繕してください。

劣化対策・耐震性につ
いてはリフォーム後に
一定の基準を満たすよ
う計画してください。

通年申請タイプ
を使う場合は、
事業提案を省略
できます。
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